
「東海村空家等対策計画（第二期計画案）」に係るパブリックコメントの実施結果について 

１．募集期間 令和４年１月１７（月）日から令和４年２月１５日（火） 

２．実施結果 ３名の方から６件の意見提出（提出方法：電子メール３件） 

３．意見の概要及び村の考え方（対応） 

ＮＯ ページ 意見の概要 村の考え方（対応） 

１ Ｐ１４ 

８行目 

台帳の整備とありますが、その整備された台帳は閲

覧出来ますか。日立市内では登記されていない家屋

が散見されます。登記されていないので所有者が分

かりません。 

台帳については個人情報が含まれるため，村民の皆様は閲覧いただ

けません。 

２ Ｐ２３ 

１行目 

専門家による相談会とありますが、これまでに実施

されたことはありますか？ 

これまで専門家による相談会を開催した実績はございません。 

村では空家対策に関連する専門家団体と協定を締結しております

ので，必要に応じ相談会を開催し，空家対策を進めてまいります。 

３ Ｐ２４ 

５行目 

空家バンクの提供とありますが、宅建協会との説明

会はその後どうなっているのでしょうか。立ち上げ

当初の説明会はコロナの影響で中止になっていまし

たが。 

本年度予定しておりました関係団体向け空き家バンク説明会は新

型コロナウイルス感染症の流行により開催を見送りとさせていた

だきました。 

空家バンク制度については，令和４年度から空家除却後の空地につ

いても取り扱いを行う予定でおりますので，計画書第５章 ３空家

等の利活用促進（１）空家バンクの提供について，空地の取り扱い

を含めた記載に変更しています。 

関係団体向けの制度説明については，追って機会を設けさせていた

だきます。 

４ 全般 ・空家の問い合わせは不動産業にが自然の流れ。空

家バンクには業者との共有化が重要。 

茨城県宅建業協会や茨城県不動産協会との協定を締結しており，空

家バンクサービスの運営等協力しながら進めてまいります。 

５ 全般 助言，指導，連携といった表現があるのは，空家問

題に行政の限界を表している。この解決には不動産

業社との強力な連携が欠かせない。しかも連携も「公

平・平等」という行政の基本が足かせで進めない。

茨城県宅建業協会や茨城県不動産協会との協定を締結しておりま

すので，協力を得ながら進めてまいります。 

空家に対する支援体制や支援策については役場内や関係団体など

と協議しながら進めてまいります。ご意見として伺います。 



その解決策として自治会が最もふさわしいが，一部

の自治会を除きその力量はない。次善の手段として

ＮＰＯにその役割を担ってもらい，ＮＰＯ創設に行

政が支援をする。（官製のＮＰＯは止むを得ない）さ

らに，山田村長は年頭の抱負に「選ばれるまち」を

述べていたが，その具体策として空き家取得に補助

金５０万円，取得後５年間は固定資産税の低減も入

れるべき。 

６ 全般 農業に関心のある人を東海村へ定住につなげる提案

になります。 

農業体験や研修を受けたい人が候補地を検討する

際に、一定期間滞在できる場所の有無で判断する場

合が多いです。現状では、遠方の場合は、運が良け

れば受け入れ農家等が宿を提供してくれることも考

えられますが、基本的に自分で宿を確保する必要が

あります。格安の宿でも 1 泊 3000 円以上はするの

で、農業研修のように比較的期間を要する場合は、

例えば 1か月で 90,000円となるので、この時点で訪

問を断念することになります。 

そこで、空き家等を最小限の費用で滞在できる資

源として活用できれば、東海村を就農候補地として

まずは訪問してみようと考える人が増えると考えま

す。例えば、空き家利用料を 1日 1000円程度まで抑

えられたら、月額 3 万円なので宿泊施設やアパート

の賃貸よりも負担は軽減できます。農業研修先での

労働提供の対価が得られる場合は、より負担軽減に

なります。今話題となっている「おてつ旅」のよう

な仕組みと似ています。 

空き家のいわゆる民泊的な活用としてみた場合に

計画書第５章 ３空家等の利活用促進（４）空家等の利活用促進

に関する支援制度に「関係各課と連携することにより移住・定住

や起業の場としての活用等にも取り組みます。」と記載されており

ますとおり，空家の有効活用を関係各課と進めてまいります。 



は、運用及び管理を誰が担うかが課題となりますが、

訪問者に農業研修等で得た労働対価の一部を運用管

理費に回す仕組みができれば、行政コストを抑えら

れるとともに、空き家所有者にもメリットがあると

考えられます。管理運営を第 3 者に委託する選択肢

も出てくると思います。それほど負担にならない簡

単な清掃などの管理であれば、受け入れ農家のほう

でも対応可能な場合があると思います。 

私自身が就農目的で東海村に移住してきました

が、移住を決断する前に、低コストで一定期間滞在

する場所がなかったことが非常に大きな課題でし

た。有効な手段が見当たらなかったので、東京と東

海村の 2 拠点にアパートを賃貸した後に移住してき

た経緯があり、経済的な負担が一時的に２倍となり

ました。事前にかなりの決意を持っていたので実行

できましたが、そこまでする人は多くないと考えら

れます。 

農業体験や研修希望者向けに空き家を活用できれ

ば、東海村にお試しで訪問して来る母数を増やせる

ので、それに伴い農業の担い手となる移住者の増加

につなげられると考えます。滞在施設の候補として

空き家を選択肢としていますが、村内の未利用施設

があればそちらも対象にできると思います。いずれ

にしても、法的な整合性や関係者のメリット・デメ

リットを総合的に勘案して仕組づくりが必要となり

ますが、各方面からアイデアを出し合うことで実現

性を帯びてくるものと考えられますので、参考にし

て頂けると幸いに存じます。 

 


